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ご注意：本報道発表文は、本投資法人の投資口の上場承認に関して一般に公表するための文書であり、投資勧誘を目的として作成

されたものではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びに

その訂正事項分をご覧頂いた上で、投資家ご自身の判断でなされるようにお願いいたします。 
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投資口の東京証券取引所不動産投資信託証券市場への上場承認のお知らせ 

 

マリモ地方創生リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、本日、株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」といいます。）より、本投資法人の投資口の東京証券取引所不動産投資信託証券

市場への上場について承認を得ましたので、お知らせいたします。 

 

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。以

下「投信法」といいます。）に基づき、平成28年2月5日に設立された投資法人です。その資産の運用につい

ては、マリモ・アセットマネジメント株式会社が、投信法上の資産運用会社として、投信法並びに本投資法

人の規約に定める資産運用の対象及び方針に従って行います。 

 

わが国は、人口減少・超高齢化社会・東京圏への人口一極集中などの大きな課題に直面しており、本投資

法人は、その解決のためには地方において「まち・ひと・しごと」を創出して当該地域を活性化する「地方

の創生」(注 1)が必要であると考えています。そして、本投資法人は、本投資法人が地方において魅力的なレ

ジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場に投資し、地域社会へ貢献することにより、人が動き、

経済が動き、都市そのものが動きだし、地域活性化に繋がるものと考えています。 

この点、政府においても、上記の課題に関し、平成 26 年 9 月 3日の閣議決定によって内閣に「まち・ひと・

しごと創生(注 2)本部(注 3)」を設置し、地方が成長する活力を取り戻し、人口減少を克服するという基本目

標の下、①東京一極集中の是正、②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現、③地域の特性に即した地

域課題の解決という 3つの基本的視点から人口・経済・地域社会の課題に対して一体的に取り組むものとし、

様々な取組みを推進しています。そして、まち・ひと・しごと創生法に基づき策定された「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」においては、「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」が掲げられ、「しごと」と「ひ

と」の好循環を支えるためには、人々が地方での生活やライフスタイルの素晴らしさを実感し、安心して暮

らせるような、「まち」の集約・活性化が必要とされています。 

本投資法人は、地方において市街地再開発(注 4)事業や不動産再生事業を数多く手掛けてきた実績を有する

スポンサーである株式会社マリモのノウハウを活用しながら、資本市場より調達した資金を有効に活用し、

主として地方に所在する総合型収益不動産（賃料等の収益の創出を見込むことができる、レジデンス、商業

施設、ホテル、オフィス及び駐車場の総称をいいます。以下同じです。）に投資することで、地域活性化の一

翼を担い、「まち・ひと・しごとの創出」の好循環を確立させ、「地方の創生」に貢献し、“地方から日本を

強くしていく”ことを基本理念としています。 

 

本投資法人は、各地方の特性に応じた総合型収益不動産への投資を通じて、東京一極集中の是正を目指し

た「まちの活性化」、「雇用の創出」及び「地域経済の活性化」を実現し、「地方から日本を強くしていく」と

いう基本理念の実現を目指します。さらに、本投資法人は、地方を中心とした総合型ポートフォリオを構築

することにより、「相対的に高い利回り」かつ「安定的な収益」の確保と地域分散及び用途分散を図った運用
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資産の確実な成長を志向し、これによる投資主価値の中長期にわたる向上を目指します。 

 

なお、本投資法人は、全国の地方での市街地再開発事業やマンション開発事業の実績を有する株式会社マ

リモ及びリノベーション事業を数多く手掛けている株式会社リビタから、優先的売買交渉権、ウェアハウジ

ング機能、優先的物件情報の提供等の物件取得機会の提供を受けることができます。本投資法人は、これら

を活用して、様々な種類の物件情報を収集し、外部成長を実現することを目指します。 

また、サポート協定を締結した各地域に根付いた活動を展開する地域金融機関であるサポート会社からも

各地の物件情報の提供を受けることができます。地域金融機関も不動産情報に接する頻度が類型的に高いと

考えられ、本投資法人は、これらも活用して、各地の物件情報を収集し、外部成長を実現することを目指し

ます。 

 

(注 1)  本投資法人は、「地方の創生」を、「「東京一極集中」を是正し、日本全国に住む人々が自らの地域の未来に希望を持ち、個

性豊かで潤いのある生活を送ることができる地域社会を創生すること」と定義しています。 

(注 2)  「まち・ひと・しごと創生」とは、政府が掲げる地方の創生の推進に係る長期ビジョンであり、国民一人一人が夢や希望

を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保

及び地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を一体的に推進することをいいます（まち・ひと・しごと創生法（平成

26 年法律第 136 号。その後の改正を含みます。以下「まち・ひと・しごと創生法」といいます。）第 1条参照）。 

(注 3)  「まち・ひと・しごと創生本部」とは、まち・ひと・しごと創生法第 11 条に基づき、人口急減・超高齢化という我が国が

直面する大きな課題に対し政府一体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生で

きるよう内閣に設置された組織です。 

(注 4) 「市街地再開発」とは、市街地内の土地の合理化と健全な高度利用、都市の機能更新を図る再開発をいいます。以下同じで

す。 

 

以上 

＊本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

 


